
書式第12号 (法第28条関係 ) 事業報告用

1 事業の成果
令和 2年度は、法律のもとで許可を得た、子どものための縁組支援の事業者として、事業内容
の自己評価を行い、安定的な事業運営および事業の充実を図った。特別養子縁組制度を適切に活
用することにより、予期しなかった妊娠等で悩んでいる方の相談に応じ、新しい親を必要として
いる子どもと、子どもを迎えることを希望する夫婦との縁を結び、新しい家族が誕生する援助を
行った。また、子どもを迎えた全国の育て親家族間の相互支援およびそれぞれの家族に対しての

支援活動を行った。

特別養子縁組制度の改正に伴い、6歳以上の子どもの相談にも応 じた。
前年度に引き続き、厚生労働省の民間事業者に対するモデル事業に取り組み、各種事業に要し
た費用に対し、助成を受けることができた。モデル事業として、児童相談所、医療機関、民間の

相談機関等の関係機関との連携会議を開催し、子どもたちのために、相互理解を進めることがで
きた。

新型コロナウィルスの感染予防のため、計画していた事業の一部を中止せざるを得なかったが、
各事業においてオンラインでの取り組みも行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(3)子どもに恵ま
い夫婦の相談
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令和 2年度 事 業 報 告 書
令和 2年 1月 1日 から令和 2年 12月 31日 まで

認定特定非営利活動法人 環の会

事業名 事 業 内 容 実施日時
実施

場所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人 数

事業費の

額

(千円)

1.相談事業
(1〉 予期しなかった妊
娠に悩む人、出産
条件が整わず悩ん
でいる人の相談

①予期しなかった妊娠に
悩む人、出産条件が整わ
ず悩んでいる人を対象と
した相談
。電話相談、メール
相談、対面相談
・同行支援
②子どもを育て親に託し
た後の女性の支援
・自立支援 (就労
支援、復学支援)
・心理的支援 (電話
相談、メール相談、
対面相談)

1月 4日 ～12月

28日
事務局他 6名 予期 しなかっ

た妊娠等に悩
む 日本国内の

妊婦 とその家
族他
69人

2853

(2)「子どもとの縁組」
の相談
特別養子縁組の具
体的手続きの援助

養子縁組についての相
談、並びに法的手続きに
ついての支援

1月 9日 へ′12月

29日
事務局他 6名 日本国内の産

みの親、子 ど
も、育て親夫
婦  252人

7824

① メール相談 1月 3日 へ′12月

31日
事務局 銘 子 どもに恵ま

れず、特別養
子縁組を希望
する夫婦
209人

1079

明
=
の開

111

各30名

の夫婦
80人

1941



夫婦面談 :育て親希 1月 13日 ,19日 ,
者の状態について、 月22日 ,28日 ,
するため、面談を行う 月 5日 ,8月 2

日,9月 19日 ,1
24日 ,12月 2

日,26日

計 10回

神奈川県 各7名 て親登録を
望す る日
内の夫婦
44人

337

③ 育て親希望者研修 (2月 16,24日
他)
(3月 8,14日 他)
(8月 2日 ,8日
他)
(11月 8,15日
他)
計 4グルー
プ

各7名 育て親登録を
希望す る日本
国内の夫婦
16人

812神奈川県

5名 当会で子 ども
を迎えた家族
窓口会議 52人

396① 窓日会議および親睦会
開催 (全国の育て親の代
表者、各地の育て親の集
まり)

窓日会議 :9
月27日
各地の育て親
の集まり :中
止
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延べ180人

当会以外の機

関の支援によ

り子 どもを迎
えた家族 4人

596② 産みの親との交流
書簡、写真、プレゼン
トによる交流

書簡、写真
:116件

フ
°
ビ ント:68件

事務局他

③ 機関紙「MNメ ンバー
ズ環新聞」発行
並びに抜粋版の発行

1回

発行部数 :

400部

全 国育 て
親 宅 、事
務局

304ヒ[ 会

迎

子
た

関

当

を

と

し
機

で子ども
えた家族
どもを託
方、関係
多数

609

当会で子 ども
を迎えた養子

縁組家庭
延べ24人

当会以外の機

関の支援によ
り子 どもを迎
えた家庭

15人

767④ 育て親の支援
・育て親の夕

・ルーフ・ワーク
・当会の支援により子ど

もを迎えた育て親家庭の

状況確認、支援ニーズの

把握
・療育支援
・当会並びに当会以外の

機関の支援により菱子と
して迎えた子どもの子育
て等に悩む家庭への相談
対応

・グループワ
ーク 11月 29
日
・相談対応お
よび療育支援
1月 6日 ～ 12

月31日

東京都 、
神奈川県、
オンライン

8名

ｎ

）

2.特別養子縁組等
成立後の継続的
支援

⑤シンポジウム、育て親
の集い開催

中止

6名 福祉 。医療関
係者等
多数

10613.各種専門機関と
の連携活動事業

学会、研修会等における
啓発活動
事例検討会、研究会、各
種会議の開催および参加

8回 東京都、オ
ンライン

4.その他、この法人
の目的達成に必
要な事業

(該当事項の計画
なし)

(2)その他の事業 :実施せず。   (該 当事項の計画なし)



書式第13号 (法第28条関係) 事業報告用

令和2年度  活動計算書

令和 2年 1月 1日 から令和 2年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 環の
円

科
日

【 金 額

1,790,000
0

4,205,762

4,416,000

14,465,000
528,600
632,500
352,000

20,000
870

1,790,000

15,978,100

20.870

5.556.663
5.556.663

107,500
509,579
2,023,320
1,026,000
878,701
68,644
1,645,467
27.858
312,834
715,812
348,659
676,704
643.309
727.000
9.711.387

0
1.407.828
1.407.828

325
882
000
749
035
0
386
000
964
200
370
579
633
748
709

54,

22.

342.

57,

73,

182,
275,

62,

80,

52,

29,

97,

256,
12.

1.599.580

26,410,732

8,135,274
28.565.135
36_700_409

消耗品費
旅費交通費
地代家賃
リース料 (パ ソコン関係)
水道光熱費
通信費
保険料
研修費
雑費
印刷製本費
諸謝金
療育費 (モデル事業)
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会費
取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等

4 事業収益
事業収益
事業収益
事業収益
事業収入
5 その他収益
雑収入
受取利息
経常収益計

Ⅱ 経常費用
1 事業費

養子縁組負担金収入
登録料収入
研修会収入
購読料収入

経常収益
1 受取会費
正会員受取
賛助会員受

計益

用

収
費柳潮

経
籠Ⅳ



書式第15号 (法第28条関係 ) 事業報告用

令和2年度 貸借対照表

令和 2年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人 環の会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

商標権

キッズ支援積立預金 定期預金
投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
預り金

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

25,540,471

61,191

25,601,662

12,829,418

38 431 080

1,730,671

ｎ

）

432,000

25,418

12,372,000

10,564

1,720,107

1,730,671

28,565,135

8,135,274

36,700,409

38,431,080



書式第16号 (法第28条関係) 事業報告用

令和 2年度  計算書類の注配
重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正PO法人会計基準
協議会)によつています。

事業別損益の状況

円

3 定 の

4.そ の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は従事割合に基づき接分しています。

科 目 養子縁組事業 相談事業 育親支援事業 モデル事業 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

人件費計
(2)その他経費
会議費

旅費交通費
消耗品費
水道光熱費
通信費
地代家賃
研修費
保険料

諸謝金

支払手数料
諸会費
リース料(′ ソ`コン)

雑費
療育費 (モデル事業|
減価償却費  |
印刷製本費  |
法定福利費  |
租税公課   |
その他経費計 |
経常費用計   |
当期経常増減額  |

4,205,762

15,978,100
4,416,000

4,205,762

4,416,000
15,978,100

0

1,790,000

0

0

0

7020 8.

1,790,000

4,205,762

4,416,000

15,978,100

20,870
20,183,862 4,416,000 24,599,862 l.810.870 26,410,732

4,434,513 286.500 835,650 5,556.663 1,407,828 6,964,491
4,434.513 286,500 835,650 5.556.663 1,407,828 6,964,491

752,454

350,420

68,644

1,297,160

1.026,000

312,834

20,508

676,704

0

0

878,701

714,084

0

0

127,820

0

727,000

104,615

82,194

38,721

7,350

1,728

107,500

1,188,672

159,159

204,971

643,309

220,839

107,600

2,023,320

509,579

68,644

1,645,467

1,026,000

312,834

27,858

676,704

0

0

878,701

715,812

643,309

0

348,659

0

727,000

0

57,749

54,325

22,882

73,035

342,00(D

O

52,370

275,000

62,964

80,200

97,633

29,579

0

12,709

182,386

256,748

0

107,500

2,081,069

563,904

91,526

1,718,502

1,368,000

312,834

80,228

951,704

62,964

80,200

976,334

745,391

643,309

12,709

531,045

256,748

727.000
6,952,329 104.615 129,993 2,524,450 9,711,387 1,599,580 11,310.967
11,386,842 391,115 129,998 3,360,100 15.268.050 3,007,408 18,275,458

8,797,020 △391,115 △ 129,993 1.055.9010 9,331,812 △ 1,196,538 8,135,274

科 日 期首取得価額 取得 減少 減価償却累計額 期末帳簿価額

13.322.000

432,000

38,127 12,709

950,000 12,372,000

432,000

25,418

13,792,127 962,709

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

商標権
キッズ支援積立金

定期預金
合計 12,829,418



書式第17号 (法第28条関係 ) 事業報告用

令和2年年度  財産目録

令和 2年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人 環の会
(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

三井住友銀行普通預金

郵貯銀行普通預金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

商標権

キッズ支援積立預金

定期預金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
固 定 負 債 合 計

負

正

債 ノヽ
ロ

財

計

産味

74,343

425,900

24,338,530

701,698

61,191

25,601,662

12,829,418

38,431,080

ｎ

〉

ハ
υ

432,000

25,418

12,372,000

12,829,418

1,720,107

10,564

1,730,671

1,730,671

ｎ

）

36,700,409



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において投員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所エ
びにこれらの者についての前事業年度における颯■の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人  環の会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

匝1以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

匝1各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 巨ヨ・監事
ホシノ ヒロミ 令和 2年 1月 1日

令和 2年 12月 31日

年

年

月

月

日

日星野 寛美

2 □ ・監事

マサキ ヨウコ 令和 2年 1月 1日

令和 2年 12月 31日

年

年

月

月

日

日正木 庸子

3 □ ・監事

t+ Vfia 令和 2年 1月 1日

令和 2年 3月 21日

年  月  日

年  月  日関 知佳子

4 理事。匡ヨ

<aF 7+=
令和 2年 1月 1日

令和 2年 3月 31日

年   月   日

年  月  日前田 明子

5 睡コ・監事

'?a/ 7+3
令和 2年 3月 21日

令和 2年 12月 31日

年 月

月

日

日年前田 明子

6 理事・匡ヨ

エンドウ シュウイ
チロウ

令和 2年 1月 1日

令和 2年 12月 31日

年 月

月

日

日年遠藤 周一郎

7 理事・監事

年   月  日

年 月 日

年

年

月

月

日

日

8 理事 。監事
年  月 日

日年 月

年  月  日

年 月 日

9 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係) 事業報告用

社員名簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)
令和 2年 12月 31日現在

特定非営利活動法人 環の会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 今野 崇人

2 遠藤 周―郎

3 花井 弘

4 小原 和弘

5 吉田 靖生

6 梶原 正枝

7 田内 隆利

8 志村 孝次

9 長瀬 仁

10 伊藤 健造

11

12


